
  
 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幸田町では拡大する行政需要や住民ニーズによ

り、多くの公共施設を整備してきました。今後、こ

れらの公共施設が一斉に改修・更新時期を迎える

中、一方では少子高齢化社会の進展に伴う財政面の

悪化が予想されています。 

本計画は以上のような本町を取り巻く課題を町

民と共に取り組むため、今後の公共施設等のあり方

についての基本的な考え方をまとめたものです。 

公共施設等総合管理計画とは 

本計画は、平成 26 年 4 月に総

務省から示された「公共施設等総合

管理計画の策定にあたっての指針」

に基づき、本町の今後の施策を踏ま

えつつ、公共施設等の一体的なマネ

ジメントの方針を示すものとして

策定を行います。 

 公共施設等総合管理計画の位置づけ  公共施設等総合管理計画の対象施設 

本計画では、本町が所有又は管理している公共施設等を

対象とし、以下の 2 種類に分類されます。 

  公共施設等総合管理計画の対象施設 

公共施設等 

公共建築物 インフラ資産 

・学校教育施設 

・行政系施設 

・公営住宅 

・子育て支援施設 など 

・道路 

・橋りょう 

・上水道施設 

・下水道施設 

 

 幸田町を取り巻く社会的状況 
 

１  公共施設等総合管理計画について 

２  公共施設等の現状と将来見通し 

 公共施設等の現状 

■ 人口と財政 

・幸田町の人口は、今後も上昇傾向ですが、

生産年齢人口の割合は減少し、老年人口の

割合が増加する傾向にあります。そのため、

扶助費等経費など社会保障関連費用の増加

により財政負担の増加が予想されます。 

■ 公共施設の老朽化 

・整備後 30 年以上経過している施設は、

公共建築物が約 4 割、上水道施設が約 5

割となるなど、その割合は高く、施設の

老朽化が進んでいます。 

■ 公共施設等の保有量 

・本町における人口１人当たりの公共施設の保

有量は、全国平均値に比べ、建築物面積が約

1.2 倍、各インフラ資産が約 1.5 倍～3.5 倍

となるなど、保有量は多い傾向にあります。 

３  公共施設等の管理における課題 

 公共施設等の将来更新費用の推計 

■ 公共施設等の更新費用の増大 

・公共施設等（公共建築物・インフラ資産）

の将来の更新費用を試算した結果、今後 40

年間で 1,704.1 億円（年平均 42.6 億円）

かかる試算結果となります。 

・試算された将来更新費用（年平均 42.6 億

円）は、直近 5 箇年度の既存更新にかかる

整備費用（年平均 10.5 億円）の約 4.1 倍

となります。 

・人口 1 人当たりの将来更新費用（年平均）

は、約 108 千円/人となり、公共建築物（約

42 千円/人）と道路（約 35 千円/人）で全

体の約 7 割を占めています。 

施設の保有量縮減 

 

・人口構成の変化に合わせた施設の縮減や統廃合、今後

の新規整備の抑制等を行うことで、財政負担の軽減を

目的に施設の保有量を縮減することが求められます。 

施設の老朽化対策 

 

・安全・安心の重要度が高い施設については、大規模な

修繕・更新の優先度を高めるなど、優先順位の検討を

し、施設を計画的に修繕・更新していくことが求めら

れます。 

施設の更新費用縮減 

 
・施設の保有量の削減や現有資産の長寿命化により、将

来更新費用の縮減を行うことが求められます。 

社会情勢の変化への対策 

 

・新規となる建設事業費を抑制し、維持補修費へ充てる

など、財政状況を維持することが必要です。また、町

民ニーズを的確にとらえ、柔軟に対応できる施設運営

が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、本町が所有又は管理している公共施設の維持管理

は以下の課題を踏まえて、総合的に行っていく必要があり

ます。 

今後、保有する多くの施設が大規模改修・更新時期を迎えます 

 

今後 40 年間の将来更新費用は

現状の整備費用(既存更新分) 

の約 4.1 倍かかる試算となる。 

既存更新分 

10.5 億円 

(年平均) 

既存更新＋

新規整備分 

14.2 億円 

(年平均) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 方針１ 点検・維持管理・更新等 方針２ 

長寿命化・耐震化 
・安全確保 方針３ 施設評価 方針４ 機能再編及び総量 方針５ 実施体制 

・定期的な点検・診断により劣化

状況を把握します。 

・点検・診断結果を施設情報とし

て共有します。 

・事後保全型から予防保全型へ転

換を図ります。 

・点検・診断等の実施方針を策定

します。 

 

・ライフサイクルコストを削減

させるため長寿命化を図り

ます。 

・安全確保に向け耐震化を図り

ます。 

・避難施設等については、災害

時の拠点施設としての機能

確保の観点も含め安全確保

を図ります。 

 

・施設総量の削減については、施設の特性を、利用ニーズな

どの「町民視点」とコスト状況などの「行政視点」の 2 つ

の視点でクロス評価し、適正な施設配置と見直しの可能性

などの検証を 

行いながら、 

施設保有量の 

最適化を進め 

ていきます。 

 

・施設の集約や再配置について

は、施設を建物と機能に分離

して考えます。 

・施設の新設が必要な場合は、

中長期的な目標数値の範囲

内で、費用対効果を考慮して

行います。 

・国、県の施設の相互利用や近

隣自治体との広域連携を検

討します。 

 

 

・施設の開館時間、人員配置の見直しや、職員研修等によ
り、より効率的・効果的な管理運営を行います。 

・PFI・PPP 等による、民間活力を活かした施設整備や管
理の導入を検討します。 

・統一された施設運用管理マニュアルや施設運用管理台帳
を作成し、活用します。 

・町の施設を一括管理するセクションの検討を行います。 

 

 

 

４  公共施設等の管理における目標設定 ６  計画推進にむけて 

課題を踏まえ、今後の公共施設のあり方を『公共施設管理における基本目標』として以下の通り設定します。 

また、各目標を実現するための方策をあわせて設定します。  

基本目標１） 健全な町財政経営と施設維持 

 
・将来的に次世代の町民に過度の負担を残さない健全な町財政経営と 

施設維持を行うため、人口構造の変化、税収減少にあわせた施設総量

の最適化を行います。 

→ 施設保有量の縮減 

 → 多機能化・複合化を図る 

 → 新規施設整備の抑制 

基本目標２） 安心・安全な公共施設 

 ・水害や地震に備えた防災・減災の考えを全ての公共施設に盛り込み、

安心安全な公共施設の形成を図ります。また、施設を長寿命化すると

ともに、「予防保全型」の考えのもと維持管理・保全を行います。 

→ 施設管理の選択と集中 

 → 公共施設の長寿命化 

基本目標３） 公共サービスの維持 

 

・将来的に施設総量を削減し、健全な都市経営を目指しながらも、公共

サービスの水準は維持していきます。指定管理者制度の導入や PFI※1

・PPP※2などの民間活力の導入も視野に入れていきます。 

→ 維持管理投資額の維持 

 → 町民ニーズの把握 

 → 維持管理運営コストの縮減 

 → 住民協働・官民連携 

 

公共施設等の縮減目標値 

・今後 40 年間に更新時期を迎える

公共建築物について、多機能化・

複合化を図ることにより、公共建

築物の総量を１０％削減させる

ことを目指します。 

・事後保全型管理を予防保全型の維

持管理にすることで、公共施設等

を長寿命化させ、現更新年数の約

1.2 倍増加を目指します。 

※1：PFI(Private Finance Initiative) 

→公共施設等の建設、維持管理、運営等を

民間の資金、経営能力及び技術的能力を

活用することで、効率化やサービス向上

を図る公共事業の手法をいう。 

※2：PPP(Public-Private Partnership) 

→公共サービスの提供に民間が参画する手

法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民

間のノウハウを利用し、効率化や公共サ

ービスの向上を目指すもの。 

基本方針の考え方 
 

 フォローアップの基本方針 
 

■ 進行管理に関する基本方針 
・総合計画策定に合わせ、10 年ごとに見直しを行うことを基本

とし、社会情勢や町民ニーズが大きく変化する場合は、柔軟
に計画の見直しを行います。 

■ 着実な推進に向けての基本方針 
１）財源確保のための基金の創設 

公共施設等の計画的な修繕・更新等に必要な経費の財源確保

を目的とした基金の創設を検討します。 

２）スキルアップ研修等の実施 

適正な人員配置と、建築物・構造物の維持管理に係る知識・

技能や、町民や事業者等による公共施設等の維持管理活動を

マネジメント（モニタリング、指導、助言等）する技術を持

つ職員の育成に努めます。 

３）情報管理のためのシステム構築 

公共施設等の整備状況、点検・診断を含む維持管理状況、コ

スト状況などの情報を一元化し、固定資産台帳のデータベー

スを活用・連動させ、情報の効率的な蓄積と効果的な活用を

図ります。 

５  公共施設等の管理に関する基本的な方針 

 目標値の設定 
 

３つの基本目標 
 

【作成】 

幸田町 総務部 総務課 

〒444-0192  

愛知県額田郡幸田町大字菱池字元林 1 番地 1 

電話 0564-62-1111  FAX 0564-63-5139  

E-mail：soumu@town.kota.lg.jp 

５つの基本方針 
 

公共施設等の管理における課題と目標を踏まえて、５つの基本方針を検討します。 


